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 富山県税条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月31日 

富山県知事 新  田  八  朗  

富山県規則第27号 

   富山県税条例施行規則の一部を改正する規則 

 富山県税条例施行規則（昭和29年富山県規則第27号）の一部を次のように改正す 

る。 

 第44条の表の⑻の項から⑿の項までの規定中「附則第11条の４第２項、第５項若 

しくは第７項」を「附則第11条の４第３項若しくは第５項」に改める。 

 第45条の２中「附則第11条の４第１項若しくは第６項」を「附則第11条の４第２ 

項若しくは第４項」に改める。 

 第12号様式⑶を次のように改める。 
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第12号様式⑶（第５条関係） 

（表） 
 

年度 自動車税（種別割）領収済通知書 ○公  

 

口座 

番号 

 加入

者名 
富山県 税額 

  
円 

収納機関 

番号 

 納付

番号 

 納付

区分 

 

 

 

        
確認 

番号 
分類 税目 登録番号 車台 年度 通番 県税 氏名  

 

 分類 税目 登録番号 車台 年度 通番 県税 車種 枝番 金額 ＣＤ 

  

 

          

 

 延滞金額  合計額 

 

 

 

 

 

 

 

               円 

 

                   円 

 

 

円  

納
付
者
氏
名 

  

Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用 

  

 

 

年度 自動車税（種別割） 

払込金受領証（金融機関控） ○公  

 

加入者名 

口座番号 
富山県 

  

税額   円 

延滞金額   円 

合計額   円 

納付者氏名 

 

 

   

ｅＬ番号    

課税年度    年度 

登録番号    

納期限   年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領
収
日

付

印 

  

 

年度 自動車税（種別割）督促状・納付書兼領収証書 ○公  

 

口座番号  加入者名  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領
収
日

付

印 

  

納期限  

領

収

日

付

印 

 

 
取りまとめ店  

 

ｅＬ番号  

課税年度 年度 

登録番号  

 

税額   円 

延滞金額   円 

合計額 
 

 

 
円 

納期限 年 月 日 

上記のとおり領収しました。 
年  月  日現在未納 

となつていますので、上記の 
金額を至急納めてください。 
 

  年  月  日 
 
  富山県総合県税事務所長 印 
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（裏） 
 表記のうち「税額」には、納付の日に応じて延滞金がかかりますので、当該税 

額に加算して納めてください。延滞金額は、総合県税事務所へ確認してくださ 

い。 

 この督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに徴収金を完納され 

ない場合は、財産差押の処分を受けますから注意してください。 

 処分に不服がある場合の救済の方法 

１ この処分について不服があるときは、この督促状を受け取つた日の翌日から 

 起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。た 

 だし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査請求 

 をすることができません。 

２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日の 

 翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山県を 

 代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを提起す 

 ることができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁決を経な 

 いで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないと 

  き。 

 ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避け 

  るため緊急の必要があるとき。 

 ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 延滞金について 

 延滞金は、納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年 

14.6パーセント（納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については年 

 7.3パーセント）の割合（当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法（昭和 

32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの 

割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年 7.3パーセントの割 

合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中にお 

いては、年14.6パーセントの割合にあつては当該特例基準割合適用年における特

例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの

割合にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該

加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年 7.3パーセントの

割合）とします。）を乗じて計算した金額です。 

 この場合、税額に 1,000円未満の端数があるとき、又は税額の全額が 2,000円 

未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てて計算します。 
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第42号様式中 

｢ 事務所長 
殿 

 
を 
「 富山県総合県税事務所長  

殿 
 

  （富山県知事） 」  （富山県知事）      」 
 

  「 還付を 

受くべ 

き金額 

  「 還付さ 

れるべ 

き金額 

 

に、 を  に、 
 」 」 
                                      
「 計   ． ．    
   

 口 座 振 替 

指定金融機関 

       銀 行・金 庫      本 店・支 店 

       組 合・農 協      支 所・出張所 」 

を                                  
 
「 計   ． ．    

 

受 取 口 座 

□ 公金受取口座を利用する（利用する場合は、口座情報の記 

 入は不要です。）。 

 ※ 次のいずれかの書類を添付してください。 

  □ 個人番号カード（マイナンバーカード）の表裏の写し 

  □ 個人番号の記載がある住民票の写し及び本人確認書類 

   （運転免許証の写し等） 

□ 振込口座を指定する。 

 

 口 座 振 替 

指定金融機関 

       銀 行・金 庫      本 店・支 店 

       組 合・農 協      支 所・出張所 」 

に改める。 

 第62号様式⑵の次に次の１様式を加える。 
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第62号様式⑶（第40条関係） 
                             年  月  日  

所在地 
  法人名 
  代表者氏名      様 
                       富山県総合県税事務所長 印  

 
    法人県民税・法人事業税・特別法人事業税の更正・決定・加算金決 

定通知書 

 次のとおり 
  年  月  日から 

の事業年度に対する課税標準及び 
税  額 

  年  月  日まで 加算金額 

を 
更正 

しましたから通知します。 
決定 

  なお、この通知により徴収する税額等の納期限は、  年  月  日としま 
 すのでそれまでに納付してください。  

よ
り
徴
収
す
る
金
額 

こ
の
更
正
・
決
定
に 

法人事業税額 
 
 

円 

特別法人事業 
税額 

 
円 

申告書提出期 
限 

年 月 日 
資本金の額又 
は出資金の額 

千円 

法人事業税加
算金額 

 
円 

特別法人事業
税加算金額 
 

円 

申告書 
提 出 
年月日 

確定  年 月 日 資本金の額及 
び資本準備金 
の額の合算額 

千円 
修正 年 月 日 

法人県民税額 
 
 

円 

合計 
 
 

円 

管理番号  
期末資本金等 
の額 千円 

 

徴収金額の内訳 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国関係会社等 

に係る控除対象 

所得税額等相当 

額又は個別控除 

対象税額等相当 

額の控除額 ⑦ 

第
１
号
に
掲
げ
る
事
業 
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合計特別法人 
事業税額 

○51＋○52＋ 
○53＋○54○55  

仮装経理に基 

づく特別法人 

事業税額の控 

除額 ○56  

第
２
号
に
掲
げ
る
事
業 

○51 

○53  

○52  

○54  

既に納付の 
確定した当 
期分の特別 
法人事業税 

額   ○57  

租税条約の 

実施に係る 

特別法人事 

業税額の控 

除額  ○58  

差引徴収特別法人事業税額 

○55 －○56 －○57 －○58  ○59  

○64  
法人事 
業税 

法人県 
民税 

○66  

○67  

特別法人 

事業税 ○68  

仮装経理に基づく過大申告の更正及び 
租税条約の実施に係る更正に伴う繰越 
控除 

法
第
72
条
の
２
第
１
項 

○65  
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 備考 

  １ 不足税額については、申告納付すべきであつた納期限の翌日から納付の 

   日までの期間の日数に応じ、不足税額に年14.6パーセント（この通知書の 

   納期限までの期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間 

   については、年 7.3パーセント）の割合（平成12年１月１日から平成25年 

   12月31日までの期間については、当該期間の属する各年の前年の11月30日 

   を経過する時における日本銀行法（平成９年法律第89号）第15条第１項第 

   １号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割 

   合を加算した割合が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年 

   中においては、年 7.3パーセントの割合にあつては、当該商業手形の基準 

   割引率に年４パーセントの割合を加算した割合とします。平成26年１月１ 

   日から令和２年12月31日までの期間については、当該期間の属する各年の 

   前年に所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）による改 

   正前の租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規定により 

   告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「特例基準 

   割合」という。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年 

   （以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6パーセン 

   トの割合にあつては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年 

    7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあ 

○60  

○61  

○62  

徴収加算金合計 

○60＋○61＋○62  ○63  
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   つては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加 

   算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年 7.3パーセン 

   トの割合）とします。令和３年１月１日以後の期間については、当該期間 

   の属する各年の前年に租税特別措置法第93条第２項に規定する平均貸付割 

   合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」 

   という。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中にお 

   いては、年14.6パーセントの割合にあつてはその年における延滞金特例基 

   準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセント 

   の割合にあつては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算 

   した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、 

   年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計算した金額（計算の基 

   礎となる税額に 1,000円未満の端数があるとき、又はその税額の全額が 

    2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てて計算 

   する。）に相当する延滞金額を加算して納付してください。 

  ２ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日 

   から起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができ 

   ます。ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、 

   当該審査請求をすることができません。 

  ３ ２の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた 

   日の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において 

   富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの 

   訴えを提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、 

   当該裁決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

   ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がな 

    いとき。 

   ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を 

    避けるため緊急の必要があるとき。 

   ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第67号様式⑴の（表）中 

「     年度 個人事業税納入済通知書  期分 ○公」を   

「     年度 個人事業税納入済通知書  期分 ○公」に、 
「                                  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         」 

「 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         」 

                                    

「    . .         「 

 

 

 

 

 

 

 
 

                」                    」 
 
「                   」を 
 
「                    」に、 
 
「               」を「               」に改める。 

 

 第67号様式⑵の（表）中「     年度 個人事業税納入済通知書  期分 ○公 」を 

「    年度 個人事業税納入済通知書  期分 ○公」に、 
 

 

納付番号  

 

ｅＬ番号  

 

納付番号 

 

ｅＬ番号 

 

 延滞金額  合計額 

 

 

 

 

 

 

 

 

円  

 

円 

 

 

円  

納
付
者
氏
名 

  

Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用 

  

 

を 

 延滞金額  合計額 

 

 

 

 

 

 

 

円  

 

円 

 

 

円  

納
付
者
氏
名 

  

 

 
Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用 

 

 
取りまとめ店  

 

に、 

納期限 

領

収

日

付

印 

 

 
取りまとめ店  

 

を 

納期限 . . 

領

収

日

付

印 

 

 
  

 

に、 
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「 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

                                        」 

 

「 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       」 

 

「    . .           「 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  」               」 
 
「                   」を 

 

「                」に、 
 

「               」を「             」に改める。 

 

 第74号様式⑴の（表）中「    年度 不動産取得税納入済通知書 ○公」を 

「    年度 不動産取得税納入済通知書 ○公」に、 
 
「 延滞金額 

   □,□□□,□□□円 
合計額 
□,□□□,□□□円 

  

 

 納

付

者

氏

名 

   

 

 

 

 Ｃ

Ｖ 
  

 
  

納付番号  

 

ｅＬ番号  

 

納付番号 

 

ｅＬ番号 

 

納期限  . . 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

 

  
取りまとめ店  

 

を 

 延滞金額  合計額 

 

 

 

 

 

 

 

円  

 

円 

 

 

円  

納
付
者
氏
名 

  

Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用 

  

 

を 

 延滞金額  合計額 

 

 

 

 

 

 

 

円  

 

円 

 

 

円  

納
付
者
氏
名 

  

 

 
Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用 

 

 取りまとめ店  

 

に、 

を に、 
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納期限 

領

収

日

付

印 

 

 
取りまとめ店  

 

納期限 . . 

領

収

日

付

印 

 

 
  

 

, ,  , ,  

, ,  , ,  



 

 

 
 Ｓ 

収 

納

用 

  

」 
 

「 延滞金額 
□,□□□,□□□円 

合計額 
□,□□□,□□□円 

  

 

 
納

付

者

氏

名 

   

 

 

 
 Ｃ

Ｖ

Ｓ

収

納

用 

  

     
    」 
 
「         」に、「     」を「       」に改める。 

第79号様式⑵備考３ただし書を削る。 

 第79号様式⑸を次のように改める。 

第79号様式⑸ 削除 

 第79号様式⑹備考１⑷及び第79号様式⑺備考３⑷中「附則第11条の４第４項」を 

「附則第11条の４第２項」に改める。 

 第79号様式⑻備考３ただし書を削る。 

 第80号様式⑴備考以外の部分中 
｢ 上記土地に係

る耐震基準不

適合既存住宅

の耐震改修工

事 

着工年月日  完成年月日  

｣ 

を 

口 座 振 替 

指定金融機関 

       銀行・金庫         本店・支店 

       組合・農協         支所・出張所 
 

「 上記土地に係

る耐震基準不

適合既存住宅

の耐震改修工

事 

着工年月日  完成年月日  

 

に  

受 取 口 座 

□ 公金受取口座を利用する（利用する場合は、口座情報の記 
 入は不要です。）。 
 ※ 次のいずれかの書類を添付してください。 
  □ 個人番号カード（マイナンバーカード）の表裏の写し 
  □ 個人番号の記載がある住民票の写し及び本人確認書類
   （運転免許証の写し等） 
□ 振込口座を指定する。 

  

納期限  . . 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

 

  
  

に、「           」を 

取りまとめ店  

 

納付番号  

 

ｅＬ番号  

 
納付番号 

 
ｅＬ番号 
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 口 座 振 替 

指定金融機関 
       銀行・金庫         本店・支店 
       組合・農協         支所・出張所 」 

改める。 

 第80号様式⑵備考以外の部分中                       

「 耐震改修工事 着工年月日   年  月  日 完成年月日   年  月  日  
を  口座振替指定

金融機関 
    銀 行・金 庫 

   組 合・農 協 
  本 店・支 店 
  支 所・出張所 」 

 

「 耐震改修工事 着工年月日   年  月  日 完成年月日   年  月  日  

に 

 受取口座 □ 公金受取口座を利用する（利用する場合は、口座情報の記
入は不要です。）。 

 ※ 次のいずれかの書類を添付してください。 
  □ 個人番号カード（マイナンバーカード）の表裏の写し 
  □ 個人番号の記載がある住民票の写し及び本人確認書類 
   （運転免許証の写し等） 
□ 振込口座を指定する。 

 

 口座振替指定
金融機関 

    銀 行・金 庫 
   組 合・農 協 

本 店・支 店 
支 所・出張所 」 

改め、同様式備考３ただし書を削る。 

 第80号様式⑹を次のように改める。 

第80号様式⑹ 削除 

 第80号様式⑺備考以外の部分中「附則第11条の４第５項」を「附則第11条の４第 

３項」に、                                 

「 譲渡した 
個人 

住所  

｣ 

を  氏名  
 口座振替指定 

金融機関 
         銀 行・金 庫     本 店・支 店 
         組 合・農 協     支 所・出張所 

 

｢ 譲渡した 
個人 

住所   

に 

 氏名   
 受取口座 □ 公金受取口座を利用する（利用する場合は、口座情報の記

入は不要です。）。 
 ※ 次のいずれかの書類を添付してください。 
  □ 個人番号カード（マイナンバーカード）の表裏の写し 
  □ 個人番号の記載がある住民票の写し及び本人確認書類 
   （運転免許証の写し等） 
□ 振込口座を指定する。  

 口座振替指定 
金融機関 

         銀 行・金 庫     本 店・支 店 
         組 合・農 協     支 所・出張所 ｣ 

改め、同様式備考３⑷中「附則第11条の４第４項」を「附則第11条の４第２項」に 

改める。 

 第80号様式⑻備考以外の部分中「附則第11条の４第７項」を「附則第11条の４第 

５項」に、 
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「 
譲渡した個人 

住所   
 氏名   
 口座振替指定金
融機関 

   銀 行・金 庫     本 店・支 店 
  組 合・農 協     支 所・出張所 」 

を 
 
「 
譲渡した個人 

住所   
 氏名   
 

受取口座 

□ 公金受取口座を利用する（利用する場合は、口座情報の記 
 入は不要です。）。 
 ※ 次のいずれかの書類を添付してください。 
  □ 個人番号カード（マイナンバーカード）の表裏の写し 
  □ 個人番号の記載がある住民票の写し及び本人確認書類 
   （運転免許証の写し等） 
□ 振込口座を指定する。 

 

 口座振替指定金 
融機関 

  銀 行・金 庫     本 店・支 店 
  組 合・農 協     支 所・出張所 」 

に改め、同様式備考１⑷中「附則第11条の４第４項」を「附則第11条の４第２項」 

に改める。 

 第80号様式⑼備考以外の部分中                       
「 耐震改修工
事 着工年月日 年  月  日 完成年月日 年  月  日  

 口座振替指
定金融機関 

            銀 行・金 庫    本 店・支 店 
            組 合・農 協    支 所・出張所 」 

を 
「 耐震改修工

事 着工年月日 年  月  日 完成年月日 年  月  日  

 受取口座 □ 公金受取口座を利用する（利用する場合は、口座情報の記入は 
 不要です。）。 
 ※ 次のいずれかの書類を添付してください。 
  □ 個人番号カード（マイナンバーカード）の表裏の写し 
  □ 個人番号の記載がある住民票の写し及び本人確認書類（運 
   転免許証の写し等） 
□ 振込口座を指定する。  

 口座振替指
定金融機関 

            銀 行・金 庫    本 店・支 店 
            組 合・農 協    支 所・出張所 」 

に改める。 

 第80号様式⑽備考以外の部分中                       

「 上記土地に係る耐
震基準不適合既存
住宅の耐震改修工
事 

着工年月日 年 月 日 完成年月日 年 月 日 

 

  

 口座振替指定金融
機関 

         銀 行・金 庫    本 店・支 店 
         組 合・農 協    支 所・出張所 」 

を 
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「 上記土地に係る耐

震基準不適合既存
住宅の耐震改修工
事 

 着工年月日 年 月 日 完成年月日 年 月 日 

」 

受取口座 □ 公金受取口座を利用する（利用する場合は、口座情報の 
 記入は不要です。）。 
 ※ 次のいずれかの書類を添付してください。 
  □ 個人番号カード（マイナンバーカード）の表裏の写 
   し 
  □ 個人番号の記載がある住民票の写し及び本人確認書 
   類（運転免許証の写し等） 
□ 振込口座を指定する。 

口座振替指定金融
機関 

         銀 行・金 庫    本 店・支 店 
         組 合・農 協    支 所・出張所 

に改める。                                 

 第 134号様式⑴の（表）中 
「      県税収納機関の領収印のないもの又は有効期限が 

「＊＊…＊」となつているものは、無効です。 
 

て 、 現 」 
を 

 

 
「年度 自動車税（種別割）領収済通知書   ○公」を 
 
「年度 自動車税（種別割）領収済通知書 ○公    」に、 
 
「                 」を「               」に改める。 

 第 134号様式⑶を次のように改める。 
 

 

 

  

「       県税収納機関の領収印がないもの又は有効期限が      
     「＊＊＊…＊」となつているもの又は領収日付印が      
     あつても延滞金が未納となつているものは、無効で 
     す。 

 
」 
に、 

取りまとめ局   

 

取りまとめ店  
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領

収

日

付

印 

 

 

 

  

領

収

日

付

印 

 

 

 

第 134号様式⑶（第76条関係） 

（表） 

  

            年度 自動車税（種別割）領収済通知書 ○公   

 

口座 

番号 

 加入

者名 
富山県 税額 

  
円 

収納機関 

番号 

 納付

番号 

 納付

区分 

 

 

 

        
確認 

番号 
分類 税目 登録番号 車台 年度 通番 県税 氏名  

 

 分類 税目 登録番号 車台 年度 通番 県税 車種 枝番 金額 ＣＤ 

  

 

          

 

 延滞金額  合計額 

 

 

 

 

 

 

 

円  

 

円 

 

 

円  

納
付
者
氏
名 

  

Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用 

   
 

 
 
 
 
 
 

 

年度 自動車税（種別割） 

払込金受領証（金融機関控）○公  
 

加入者名 
口座番号 

 

税額   円 

延滞金額   円 

合計額   円 

納付者氏名  
 
 
 

ｅＬ番号  

課税年度 年度 

登録番号  

納期限 年  月  日 
 

 

年度 自動車税（種別割）納税通知書・納付書兼領収証書 ○公  

 
口座番号  加入者名  

 

 

 

 

 

  

納期限  

領

収

日

付

印 

 

 

 

取りまとめ店  

 

ｅＬ番号   

課税年度 年度  

登録番号   

 

税額   円 

延滞金額   円 

合計額   円 

納期限 年 月 日 

上記のとおり領収しました。 

地方税法第 146条及び富山県税条例第 

 137条の２第１項の規定により上記の 

とおり賦課しましたから納めてください。 

 

  年  月  日 

 富山県総合県税事務所長 印 

 

納付場所 

富山県指定金融機関北陸銀行又は 

富山県収納代理金融機関 

 

納税証明書 

（継続検査・構造等変更検査用） 

自動車登録番号 

 
 

上記登録番号の自動車に係
る自動車税（種別割）につ
いて、現納税義務者には、
滞納がないことを証明しま
す。 
車台番号 
 県税収納機関の領収印の
ないもの、有効期限が「＊
＊＊…＊」となつているも
の又は領収日付印があつて
も延滞金が未納となつてい
るものは、無効です。 
 
有効期限 年 月 日 
 
 

領

収

日

付

印 

 

 

 

こ
の
証
明
書
は
、
「
車
検
証
」
と
い
っ
し
ょ
に 

保
管
し
て
く
だ
さ
い
。 

富山県総合県税事務所長 印 
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, ,  , ,  



 

 

 

（裏） 

 

 
１ 納期限までに税金を完納されないと督促状や催告状が発せられ、 
 更に滞納処分されることになります。 
  また、納期限後に税金を納付する場合には、その税額に納期限の 
 翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年14.6パーセント（納 
 期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年 7.3パ 
 ーセント）の割合（当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法 
 （昭和32年法律第26号）第93条第２項に規定する平均貸付割合に年 
 １パーセントの割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」 
 という。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年 
 中においては、年14.6パーセントの割合にあつてはその年における 
 延滞金特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合と 
 し、年 7.3パーセントの割合にあつては当該延滞金特例基準割合に 
 年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3 
 パーセントの割合を超える場合には、年 7.3パーセントの割合)と 
 します。）を乗じて計算した金額（計算の基礎となる税額に 1,000 
 円未満の端数があるとき、又はその税額の全額が 2,000円未満であ 
 るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てて計算する。）に 
 相当する延滞金額を加算して納付してください。 
２ この処分について不服があるときは、この納税通知書を受け取つ 
 た日の翌日から起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求 
 をすることができます。ただし、この処分の日の翌日から起算して 
 １年を経過したときは、当該審査請求をすることができません。 
３ ２の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を 
 受けた日の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として 
 （訴訟において富山県を代表する者は、富山県知事となりま 
 す。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただ 
 し、次のいずれかに該当するときは、当該裁決を経ないで、この処 
 分の取消しの訴えを提起することができます。 
 ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁 
  決がないとき。 
 ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の執行により生ずる著しい 
  損害を避けるため緊急の必要があるとき。 
 ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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  令和５年３月 31日      富 山 県 報        号 外⒆  23   

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の富山県税条例施行規則に定める様式による用紙は、当 

 分の間、所要の調整をして使用することができる。 

                              （税 務 課）  

 

 

 過疎地域等における県税の特別措置に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

を公布する。 

  令和５年３月31日 

富山県知事 新  田  八  朗  

富山県規則第28号 

   過疎地域等における県税の特別措置に関する条例施行規則の一部を改 

   正する規則 

 過疎地域等における県税の特別措置に関する条例施行規則（昭和39年富山県規則 

第49号）の一部を次のように改正する。 

 第１号様式中                               
「  

     収   入   金   額      
 

 

 
 
 
（   ） 

 
 
 
（   ） 

  
 
 
（   ） 」 

100 

を 

「  
     収   入   金   額    
 

 

 
 
 
（   ） 

 
 
 
（   ） 

  
 
 
（   ）  

100 

 地方税法第72条の２第１項第４号に掲げる事業  
  

     収   入   金   額    
 

 

 
 
 
（   ） 

 
 
 
（   ） 

  
 
 
（   ） 

 
 100 

」 

に改める。 

 第１号様式付表３備考以外の部分を次のように改める。 

第１号様式付表３（第４条関係） 

 

100 

 

 

100 

 

 

100 
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 課税免除に係る課税標準に関する明細書 
 

区分 
課税免除前の 
本県課税標準 

地方税法第72条の２第１項第１号に掲げる事業 

所
得
金
額 

年 400万円以下の金額 ① 
千円 

（      ） 
年 400万円を超え年 800万円以下の金額又は特別法
人の年 400万円を超える金額 

② 
 
（      ） 

年 800万円を超える金額又は軽減税率不適用法人の
金額 

③ 
 
（      ） 

合計 ①＋②＋③ ④ 
 
（      ） 

地方税法第72条の２第１項第２号に掲げる事業 

収入金額 ⑤ 
 
（      ） 

地方税法第72条の２第１項第３号に掲げる事業 

所得金額 ⑥ 
 
（      ） 

収入金額 ⑦ 
 
（      ） 

地方税法第72条の２第１項第４号に掲げる事業 

収入金額 ⑧ 
 
（      ） 

一 
の 
生
産 
設
備 
の
番
号 

課
税 
免
除
率 
⑨ 

課税免除に係る課税標準 
地方税法第72条の２第１項第１号
に掲げる事業 

地方税法
第72条の
２第１項
第２号に
掲げる事
業 

地方税法第72条の
２第１項第３号に
掲げる事業 

地方税法
第72条の
２第１項
第４号に
掲げる事
業 

所得金額 収入金額 所得金額 収入金額 収入金額 
年 400万円

以下の金額 

①×⑨ 

年 400万円

を 超 え 年 

 800万円以

下の金額又

は特別法人

の年 400万

円を超える

金額 

②×⑨ 

年 800万円

を超える金

額又は軽減

税率不適用

法人の金額 

③×⑨ 

合計 

⑩＋⑪＋⑫ 

⑤×⑨ ⑥×⑨ ⑦×⑨ ⑧×⑨ 

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ 

１ 
  千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

 （   ） （   ） （   ） （   ） （   ） （   ） （   ） （   ） 

２ 
  

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

３ 
  

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

４ 
  

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 
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５ 
  

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

合計  
 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 第１号様式付表３備考３中「課税免除率⑧」を「課税免除率⑨」に改める。  

 第１号様式の２中                             

「  

収   入   金   額 

             

 

 

（     ） 

 

 

（    ） 

 

 

100 
 

 

 

（     ） ｣ 

を 

「  

収   入   金   額 

             

 

 

（     ） 

 

 

（    ） 

 

 

100 
 

 

 

（     ）  
 地方税法第72条の２第１項第４号に掲げる事業  
  

収   入   金   額 

             

 

 

（     ） 

 

 

（    ） 

 

100 
 

 

 

（     ） ｣ 

に改める。 

 第１号様式の３中「本県課税免除」を「本県課税標準」に、 

「 収  入  金  額 
       （キ） 

 
（  ） 

 
（  ） 

 
100 

 

 
（  ） ｣ 

を 

「 収  入  金  額 
      （キ） 

 
（  ） 

 
（  ） 

 
100 

 

 
（  ）  

 地方税法第72条の２第１項第４号に掲げる事業  
 収  入  金  額 

       （ク） 
 
（  ） 

 
（  ） 

 
100 

 

 
（  ） ｣ 

に改める。 

 第１号様式の４中 

「 収  入  金  額 
        （キ） 

 
（  ） 

 
（  ） 

 
100 

 

 
（  ） ｣ 

を 

「 収  入  金  額 
       （キ） 

 
（  ） 

 
（  ） 

 
100 

 

 
（  ）  

 地方税法第72条の２第１項第４号に掲げる事業  
 収  入  金  額 

       （ク） 
 
（  ） 

 
（  ） 

 
100 

 

 
（  ） ｣ 

に改める。 
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 第５号様式⑴中 

「 収入金額 

 

⑧ 

 
 

 
  

 

    課税免除税額   
 
既に課税免除の確定した当期分の税額 ⑨ 

 

 
 

」 

を 

「 収入金額 

 

⑧ 

 
 

 
  

 

    課税免除税額   
 地方税法第72条の２第１項第４号に掲げる事業  
 収入金額 

 

⑨ 

 
 

 
  

 

    課税免除税額   
 
既に課税免除の確定した当期分の税額 ⑩ 

 

 
 

」 

に改める。 

 第５号様式⑵中 

「 
収入金額     ⑧ 

 
 

 
  

 

   減額税額   
 
既に減額の確定した当期分の税額     ⑨ 

 

 
 

」 

を 

「 
収入金額     ⑧ 

 
 

 
  

 

   減額税額   
 地方税法第72条の２第１項第４号に掲げる事業  
 
収入金額     ⑨ 

 
 

 
  

 

   減額税額   
 
既に減額の確定した当期分の税額     ⑩ 

 

 
 

」 

に改める。 

 第５号様式⑶備考以外の部分を次のように改める。 

第５号様式⑶（第６条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日 

  所在地 
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  法人名 

  代表者氏名         様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

  法人事業税課税免除通知書 

  過疎地域等における県税の特別措置に関する条例の規定により、次のとおり地 

 方活力向上地域内における課税免除を行つたので通知します。 

事業年度 
 申告 

区分 
 

区分 課税標準（円） 
減価償却資産に係る課
税標準（円） 

税率(％) 税額（円） 

地方税法第72条の２第１項第１号に掲げる事業 

所
得 
金
額 

年 400万円以
下の金額 

    
 

 

     ①   課税免除税額   

年 400万円超
年 800万円以 

    
 

 

下の金額 ②   課税免除税額   

年 800万円超
の金額 

    
 

 

     ③   課税免除税額   

計       

①＋②＋③       

     ④   課税免除税額   

軽減税率不適
用法人の金額 

    
 

 

     ⑤   課税免除税額   

地方税法第72条の２第１項第２号に掲げる事業 

        
収入金額       

      ⑥   課税免除税額   

地方税法第72条の２第１項第３号に掲げる事業 

        
所得金額       

      ⑦   課税免除税額   

        
収入金額       

      ⑧   課税免除税額   

地方税法第72条の２第１項第４号に掲げる事業 

        
収入金額       

      ⑨   課税免除税額   
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既に課税免除の確定した当期分の税額 
                           ⑩ 

 
 

この通知により課税免除する税額 
  

 
 

 第５号様式⑷中 
 
「          
 収入金額        
       ⑧   減額税額    
 既に減額の確定した当期分の税額 

⑨ 
 

 

」 

を 
 
「         

」 

収入金額       

      ⑧   減額税額   

地方税法第72条の２第１項第４号に掲げる事業 

        

収入金額       

      ⑨   減額税額   

既に減額の確定した当期分の税額 

⑩ 
 

 

に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の過疎地域等における県税の特別措置に関する条例施行 

 規則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することがで 

 きる。 

                              （税 務 課）  
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